
規制の事前評価の推進に向けた取組について 
平成 16 年 11 月 

総務省行政評価局 

 主要日程 当局の取組 

16年 

３月 

 

 

 

 

 

12月 

 

 

 

 

 

 

17年 

３月 

 

４月 

 

 

 

 

 

19年 

３月 

 

○ 規制改革・民間開放推進３か年計画閣議決定 

→ 平成 16 年度以降、逐次、各府省において RIA を試行的

に実施 

 

○ 内閣府規制改革・民間開放推進室 RIA 試行実施要領策定

 

 

○ 規制改革・民間開放推進会議が答申（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 規制改革・民間開放推進３か年計画改定（予定） 

 

○ 評価法施行３年経過 

 → 法の施行状況を踏まえた必要な措置の最終検討 

 

 

 

 

 

○ 現行「規制改革・民間開放推進３か年計画」期間終了 

 

 

 

 

○ 内閣府から総務省に各府省における RIA の試行の実施結果を回報 

 

 

○ 総務省の取組 

 ・ 各府省における RIA の試行の実施状況の把握・分析 

・ 評価手法の調査研究の推進 

 

→ 内閣府規制改革推進室と連携を図る。 
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報道資料 平成16年7月22日
総 務 省

規制に関する政策評価の手法に規制に関する政策評価の手法に
関する調査研究関する調査研究

－報告書（概要）－

平成15年9月以降､計6回開催した『規制に関する政策評価の手法に関する研究会』
（座長：金本良嗣東京大学大学院教授）の検討成果をとりまとめ、報告するもの

我が国に先行して規制の政策評価を制度化している諸外国（米/英/加/豪/NZ）にお
ける、政府の “評価ガイドライン”と、健康・安全・環境等各分野の規制に関する

“評価事例”に基づき、具体的な『評価手法』を把握・分析

我が国において規制の政策評価に取り組む際に『考慮すべき事項』を整理。規制の

政策評価の質のさらなる向上に資することを期待
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11．調査研究の目的．調査研究の目的

本調査研究では、諸外国で取り組まれている、規制を対象にした政策評価（事前
評価・事後評価、自己評価・外部評価）の実態を把握。
特に、諸外国でも事前評価として制度化がなされ、規制所管府省が自ら実施して
いる『『規制影響分析規制影響分析（（Regulatory Impact AnalysisRegulatory Impact Analysis）） 』』に着目。

■『■『規制影響分析規制影響分析』』とはとは

“新規規制案や既存規制がもたらすネガティブ・ポジティブ双方の影響について、体系的に

分析することを目的とした一連の分析手法”
“政治・行政における意思決定の質を高めるための手段であると同時に、公開性、国民関与、
説明責任等の重要な政治的価値を達成するための手段として用いられている”

～OECD (1997) , Regulatory Impact Analysis: Best Practices in  OECD Countries 7頁

⇒規制の質の向上規制の質の向上に向けた手段としての位置づけ
1）客観性・透明性ある意思決定のための「事前分析ツール」
2）国民・事業者（Business Sector）への説明責任を果たすための「合意形成ツール」

■■諸外国における諸外国における『『規制影響分析規制影響分析』』の特徴の特徴

・精緻なモデル等を用いた高度な経済分析を追求するというより、政策の意思決定・合意形
成過程で活用することを念頭に置いた、政策実務上で行われる実用的な分析
・規制制定過程の早期から分析に着手。検討の進捗に併せて徐々に進化
・分析の途中段階での国民・事業者へのｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ（事前のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒﾝﾄ等）を重視
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22．我が国の規制の政策評価を巡る動き．我が国の規制の政策評価を巡る動き
～規制影響分析の要請に関する動向～規制影響分析の要請に関する動向

■『■『規制改革・民間開放推進規制改革・民間開放推進33か年計画か年計画』』（平成16年3月19日閣議決定）

◎ 各府省は、平成16年度以降『規制影響分析（RIA）』を
試行的に実施試行的に実施

◎ 規制に関する“評価手法が開発”された時点で、

評価法の枠組みの下で実施を義務づけ評価法の枠組みの下で実施を義務づけ

今後、我が国においても今後、我が国においても
規制影響分析への本格的な規制影響分析への本格的な
取組みが要請されている取組みが要請されている

◎ “評価手法の開発”の推進に向けた行政評価局への要請事項

① 各府省の試行的なRIAの実施状況を把握・分析し、
取り組みの推進に資する知見・情報等を各府省に提供

②調査研究等の実施②② 調査研究等の実施調査研究等の実施

本調査研究は、この要請事項にも応えるもの
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33．調査研究の重点．調査研究の重点
～規制の～規制の『『便益便益』』とと『『費用費用』』の分析の分析

本調査研究では、諸外国で取り組まれている規制影響分析について、分析項目
の実態を把握。
特に、規制影響分析の中心的な分析項目である『便益と費用の分析』に着目。

■■規制影響分析の分析項目例規制影響分析の分析項目例 ～規制改革・民間開放推進3か年計画（平成16年3月19日閣議決定）

ｱ）規制の内容（規制の目的・必要性等を含む）
ｲ）規制の費用分析（行政コスト、遵守コスト、社会コストの推計）
ｳ）規制の便益分析（産業界や国民への便益、社会的便益の推計）
ｴ）想定できる代替手段との比較考量
ｵ）規制を見直す条件
ｶ）レビューを行う時期

■規制がもたらす『『便益便益』』の分析

・想定される便益の要素について･･･

■規制がもたらす『『費用費用』』の分析

・想定される費用の要素について･･･

費用便益分析費用便益分析
CostCost--Benefit AnalysisBenefit Analysis

費用効果分析費用効果分析
CostCost--Effectiveness AnalysisEffectiveness Analysis

『定性』的に表現『『定性定性』』的に表現

『金額ﾍﾞｰｽ』で表現『『金額ﾍﾞｰｽ金額ﾍﾞｰｽ』』で表現

『定性』的に表現『『定性定性』』的に表現

『定量』的に表現『『定量定量』』的に表現

『金額ﾍﾞｰｽ』で表現『『金額ﾍﾞｰｽ金額ﾍﾞｰｽ』』で表現

コスト分析コスト分析
Cost AnalysisCost Analysis

規制の便益分析規制の便益分析
規制の費用分析規制の費用分析
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44．調査研究の結果わかったこと．調査研究の結果わかったこと①①
～～『『評価ガイドライン評価ガイドライン』』とと『『評価事例評価事例』』についてについて

・各国とも評価制度所管府省が、各府省が
規制の政策評価を実施するための標準的・
な分析手順方法を内容とする『『評価ガイ評価ガイ
ドラインドライン』』を策定

・しかし具体・詳細な分析・定量化方法まで
は説明されておらず

・各規制所管府省は主に“事業者等に影響を
及ぼす規制”等を対象に評価
－米国：約70件／年 －英国：約150件／年
－加国：約1,000件／年 －豪州：約100件／年
※うち、各分野で規制所管府省が実施した『評価事例』に
ついて文献調査（170）、海外現地調査（20）を実施

・各『『評価事例評価事例』』では評価ガイドラインに依拠
しつつも個々の規制特性に応じて分析実施

規制所管府省は、『『評価ガイドライン評価ガイドライン』』で示されている基本的考え方を
踏まえつつ、個別の『『評価事例評価事例』』では実務上可能な範囲での分析を実施。

【例】
■評価ガイドライン
・想定される『『全ての全ての』』費用・便益
要素を列挙（二次的効果も含め）

■評価事例
・便益については『『主要な主要な』』要素に注目して
列挙する傾向

・便益については『『定性定性』』的記述で整理する
事例も少なくない
・費用については大半の事例で可能な限り
『『金銭価値化金銭価値化』』されている

・費用・便益要素の個々を、可能な
限り『『定量化・金銭価値化定量化・金銭価値化』』
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【【便益便益】】
今回調査対象とした事例（健康・安全・環境分野）では『『死亡・疾病リスクの低減死亡・疾病リスクの低減
による社会的便益の向上による社会的便益の向上』』を規制の最終的な目的とする場合が多い。ただし、
その効果発生ロジックや便益価値の算定方法は、各分野・事例によって内容・
程度ともに様々であり、一律ではない。

その便益価値の算定では『『原単位原単位××対象数対象数××発生確率発生確率』』という計算式が採用さ
れる傾向。

原単位や発生確率について、先行研究結果、政府内で統一的に採用されている
数値（生命価値や時間価値）が存在する場合にはそれらを用いる他、他分野・他事
例の数値、相場的な数値（仮に置いた数値）など、『『様々なデータ様々なデータ』』を使用。

規制の導入 規制の遵守 事故発生要因低下
（発生リスク減少）

死亡・疾病
リスク低減

社会的便益
向上

たばこの健康
影響についての
ラベル表示規制

たばこメーカー
によるラベル表示

対応

消費者が健康影響を
認知、喫煙行動変化
（喫煙率低下）

喫煙に起因する
死亡者・疾病者
の減少

死亡者・疾病者の
減少を金銭価値化

規制の最終的な目的

44．調査研究の結果わかったこと．調査研究の結果わかったこと②②
～規制がもたらす～規制がもたらす『『便益便益』』の分析についての分析について

【例】

原単位 × 対象数 × 発生確率

様々なデータを使用

・生命価値/等 ・喫煙行動変化率
・喫煙起因死亡率/等

・喫煙者数
・死亡・疾病者数/等



7

原単位 対象数

研修実施
研修実施に
要する時間

平均賃金
（時間単価）

受講者数・回数× ×
例
①

人員・体制配置 平均賃金 要配置人員数×
例
②

検査・評価実施
検査・評価に
対応する時間

平均賃金
（時間単価）

対応人数・回数× ×
例
③

書類作成作業の付加
書類作成に
要する時間

平均賃金
（時間単価）

対応人数・回数× ×
例
④

規
制
導
入
に
よ
り

規
制
導
入
に
よ
り

新
た
に
発
生
す
る
作
業
等

新
た
に
発
生
す
る
作
業
等

【【便益・費用の分析便益・費用の分析】】

厳密な費用・便益の値（例：費用便益比）を算出するのが目的ではなく『『規制規制
がもたらす便益は、その費用を正当化しうるがもたらす便益は、その費用を正当化しうる』』ことを示すのが目的

とりわけ便益については、利用するデータ（原単位等）の精度により『『計測結計測結
果に大きな幅果に大きな幅』』が生じる可能性

共通した費用要素

44．調査研究の結果わかったこと．調査研究の結果わかったこと③③
～規制がもたらす～規制がもたらす『『費用費用』』の分析についての分析について

【【費用費用】】
規制がもたらす費用は、aa）規制遵守費用）規制遵守費用（規制対象となる事業者・国民等）、bb）行政）行政

費用費用（規制主体となる政府等）のほか、その他の社会的費用社会的費用（環境・社会経済等に対して与え
るマイナスの影響等、社会全体が負担する費用）がある。

そのうち、規制遵守費用と行政費用については、各分野・事例に『『共通した費共通した費
用要素用要素』』が存在し、

費用の算定でも、便益と同様『『原単位原単位××対象数（対象数（××発生確率）発生確率）』』という計算式
が採用される傾向。
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55．規制の政策評価に取り組む上で．規制の政策評価に取り組む上で

考慮すべき事項考慮すべき事項

前述の調査研究結果の他、諸外国の規制に関する『評価ガイドライン』『評価
事例』を精査した結果、我が国において規制の政策評価手法の開発の推進に取
り組むに際して考慮すべき事項として以下のような点が見出された。

1．規制に関する政策評価手法（総論）
□目的 ～規制の政策評価（事前評価）の目的をどう位置付けるか
□タイミング ～規制制定過程内で、評価をいつ実施するか

□コンサルテーション（国民・事業者への事前の協議・相談）
～規制制定過程内で、いつ・誰に・どのように実施するか

□対象 ～評価対象の範囲をどうするか

2．規制に関する政策評価手法（各論）
□評価項目 ～どのような評価項目を設定するか

□代替案の比較検討 ～どのような代替案を比較検討するか
□便益・費用要素の提示 ～どの範囲の便益・費用要素を分析対象とするか
□定量化・金銭価値化 ～定量化・金銭価値化される範囲をどうするか
□必要となるデータ等 ～どのようなデータ整備・原単位が必要か
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〔本件連絡先〕

総務省行政評価局

規制改革等担当評価監視官室

評価監視官 山本 一晴（やまもと・いっせい）

総務課政策評価審議室

評価向上専門官 高崎 正有（たかさき・まさみち）

電話 03（5253）5470 （直通）

03（5253）5111 （代表）#2544 
03（5253）6111 （夜間）#2544

Fax 03（5253）5412
E-mail  m.takasaki@soumu.go.jp

「規制に関する政策評価の手法に関する調査研究」報告書全文については、

総務省ホームページ内の

http://www.soumu.go.jp/hyouka/kekatou_f.htmをご参照ください。



「諸外国における政策効果等の定量的把握の方法等に関する調査研究」の実施について 
 

平成 16年 11月 24日 
総務省行政評価局 

 
１ 目的 

平成 14年 4月に施行された『行政機関が行う政策の評価に関する法律』（平成 13
年法律第 86号）は、政策評価の在り方として「政策効果は、政策の特性に応じた合
理的な手法を用い、できる限り定量的に把握すること」とし（第 3条第 2項）、また、
「政府は、政策効果の把握の手法その他政策評価等の方法に関する調査、研究及び開

発を推進する・・・」と規定している（第 20条）。 
 しかし、ＲＩＡにも用いられる定量的評価手法としてよく知られている費用・便益

分析について見ても、政策評価実務に応用する際には分析対象の特性に応じた設計が

必要になるほか、特に我が国では政策効果等の定量的評価に必要とされる具体的な科

学的知見・データが不足していることなどが指摘されているところである。 
このため、本調査研究は、諸外国等における政策効果等の定量的把握の取組状況に

ついて政府の手引書等を中心として取りまとめ、その結果を各府省等に提供すること

を通じ、政策効果等の定量的把握の側面から見た政策評価の質の更なる向上に資する

ことを目的とする。 
 
２ 調査研究の具体的内容 
  以下により、関連情報の収集・分析を行い、報告書として取りまとめる。 
(１) 調査研究の対象国等 
① 米国（例：行政管理予算庁） 
② 英国（例：内閣府、大蔵省） 
③ カナダ（例：財務委員会事務局） 
④ ドイツ 
⑤ 世界銀行 

(２) 調査研究のアウトプット 
①  調査対象予定の諸外国政府等において採用されている費用・便益分析等定量
的分析のための主要な手引書等について考え方やアプローチの共通点・相違点

を把握する観点から、次に示す例のような記載項目及びその内容を比較対照し、

可能な限り構造的・体系的に整理・分析の上、主として表形式に取りまとめる。 
≪例≫ 

 作成機関及び主要権限事項 
 手引書等の性格 



 分析対象（政策、プログラム、プロジェクト等） 
 一般的分析手順 
 費用・便益分析（必須構成要素、費用・便益に関する基本的考え方、具体
項目、金銭換算の仕方（計測手法、割引、基本原単位等を含む。）、留意

事項（適用が不適切な場合、重複計算等）等） 
 費用・効果分析（金銭換算が困難なものの類型、評価・判定における分析
結果の取扱い方等） 

 リスク及び不確実性（考え方、取扱等） 
 判定基準（考え方、費用・便益比、純現在価値、内部収益率等具体的基準
及び留意事項） 

    ②  調査対象国等において全政府的・全機関的に設定・奨励されている、又は各
種研究の成果として報告されている各種の原単位（人命価値、時間価値等）の

個別具体事例及びその考え方・導出方法、適用事例並びに政策効果等の定量的

把握に資するその他の科学的な知見・情報・データ（予測効果数量、予測方法、

適用評価事例、事後検証結果等）を可能な限り体系的に収集・分析する。 
   ≪収集項目の例≫ 

 人命価値 
 精神的損害（例：苦悩、不安） 
 時間価値 
 生活・環境質（例：CO2削減便益／トン、騒音軽減便益／デシベル） 

 
３ 調査研究の実施期間 

平成１６年１１月から平成１７年３月まで（5か月間） 
 
４ 実施形態 
  委託（（株）価値総合研究所） 
 
 

 


